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瀬戸市の特定事業主行動計画では、父親・母親となる職員が仕事と育児の両立を図

ることができるよう、後期計画でも引き続き、育児に関する制度周知を行い、制度活

用を促進します。また、周りの職員も子育てを見守り、応援できるような環境にする

ことによって、より多くの子どもたちの健全な育成と、お互いに働きやすい職場づく

りを目指します！！ 

        

 ワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランス (Work–life balance) 

「仕事と生活の調和」 

「国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすととも

に、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じ

て多様な生き方が選択・実現できる」 

    

平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月    

ワーク・ライフ・

バランス！ 

職場全体で！ 

育児・仕事 二人三脚プラン 

～みんなの子ども、みんなで子育て～ 
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１ 計画の改定にあたって 

 (1) 目 的 

瀬戸市では、平成１５年７月に次世代育成支援対策推進法が成立したことに基

づき、職員の子ども達の健やかな育成のため、平成１７年４月に「瀬戸市特定事

業主行動計画」を策定しました。この計画の期間は、平成１７年度から平成２６

年度までの１０年間とされ、次世代育成支援を推進しています。 

策定から５年が経過する中で、「次世代育成支援対策推進法」や「地方公務員

の育児休業等に関する法律」が改正され、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）の実現の視点から、育成支援への制度拡充があり、多様な選択肢の中

から、仕事と育児の両立の方法を選択できるようになってきました。 

このような状況から、職員が率先し次世代育成支援を推進していくことにより、

深刻な社会経済の流れを変えていく必要があります。 

今回、瀬戸市特定事業主行動計画を見直し、新たに平成２２年度から平成２６

年度までを計画期間とする計画改定を行います。改定を行うにあたり、平成２２

年１月に各課で話し合いの上、前期の取り組みの浸透と後期計画に向けての重点

課題の意見を聴取し、計画に反映させています。 

本計画は、瀬戸市職員及び瀬戸市教職員が仕事と子育ての両立を図ることがで

きるよう、職員のニーズに即した次世代育成支援対策を計画的かつ着実に推進す

るため、以下の特定事業主が連名で本計画を策定し、公表することとします。 

 

 

 

平成２２年４月１日 

 

 

瀬戸市 

瀬戸市議会議 

瀬戸市教育委員会 

瀬戸市消防 

瀬戸市監査委員 

瀬戸市選挙管理委員会 

瀬戸市公平委員会 

瀬戸市固定資産評価審査委員会 

瀬戸市農業委員会 

                公立瀬戸旭看護専門学校組合     

尾張東部衛生組合 
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 (2) 計画期間 

   次世代育成支援対策推進法は、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間

の時限立法です。 

本計画は、平成１７年４月１日から平成２２年３月３１日までの５年間の前期

計画を受け、平成２２年４月１日から５年間の計画を改定するものです。 

 

 

 (3) 計画の推進体制 

   本計画は、瀬戸市の職員（一部事務組合等の職員を含む。）と教職員を対象と

して策定しています。 

   計画の実現にあたり、より実効性を高めるために、「誰」が「いつ」、「何を」 

  するかという責任の所在を明確にする必要があります。 

   具体的には、以下のように区分して、それぞれの実施する項目に主体となる具

体的な職員を見出しで併記します。 

    

   ア 人事課 

   イ 管理者（任命権者ごとの所属（公所）長） 

   ウ 監督者（任命権者ごとの所属の係長など） 

   エ 子育て中の職員 

   オ 周囲の職員（子育て中の職員の同僚） 

   カ 全職員 

 

  ※１ 複数の区分に該当する職を同一の職員が兼ねている場合がありますが、そ

の場合はあてはまる全ての役割を担当します。 

  ※２ 市役所本庁内や学校等、業務や職場環境の違いがありますが、それぞれの

職場状況に応じて、計画の具体的な内容の実施に向けて努力します。 
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２ 瀬戸市職員等の現状（平成１５年策定時からの推移） 

    前期計画の策定から、職員の意識改革、制度周知、職場の環境整備について、 

    三者面談（妊娠した職員/配偶者が妊娠した職員・管理者・人事課）を中心に行 

ってきました。 

この計画の中で示されている具体的な数値目標は、国で定める目標値です。こ

の数値を例にとりながら、瀬戸市職員の前期計画策定時からの推移を以下のとお

りお知らせします。 

 

 

 (1) 子どもの出生時における父親の５日以上の連続休暇の取得率 

〔厚生労働省の目標数値 ５０％〕 

   前期計画策定時は、職員の妻が出産する場合で、職員が妻の出産に伴い必要と

認められるときに限り、７日の範囲内の特別休暇が認められていましたが、５日

以上の連続休暇を取得するケースはほとんど見受けられませんでした。 

   平成１９年４月１日に「瀬戸市職員の勤務時間、休暇等に関する規則」の改正

を行い、出産に伴い必要と認められる入院の付添等のための休暇（第１０号）は

７日から２日へとする一方、配偶者の産前産後８週間の期間に子の養育のために

５日間の休暇（第１１号）が新たに認められるようになりました。 

三者面談等を通じ、制度周知を実施したところ、いずれの休暇も取得者が増加 

しました。 

   目標値となっている５日以上の連続休暇の取得率が伸びない背景には、取得単

位が１日または１時間となっているため、取得者の多様なニーズにより、分割で

取得する状況もみられることがあげられます。 

                             【年度】 

 H19 H20 H21 

休暇を取得可能な男性職員 11 人 26 人 17 人 

第１０条取得者（内２日取得者） 6（3）人 13（7）人 8（7）人 

第１１条取得者（内連続５日取得者） 5（2）人 9（7）人 4（1）人 

5 日以上の連続休暇取得率 18.2％ 26.9％ 5.9％ 

  ※妊娠した職員への三者面談は平成１９年から、配偶者が妊娠した職員への三者面談は、平成２０年１０月

から実施しています。 
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 (2) 男性職員の育児休業等の取得率 

  〔厚生労働省の目標数値 ５５％〕 

   平成１４年４月から全職種男女を問わず、対象となる子の年齢が満３歳になる

までの間、育児休業を取得できるようになったことにより、平成１７年と平成２

１年に１名ずつ男性職員が育児休業を取得しました。 

                            【年度】 

 H 16 H 17 H 18 H 19 H 20 H 21 

育休取得可能な男性職員 13 人 13 人 24 人 11 人 26 人 17 人 

育休取得者 0 人 1 人 0 人 0 人 0 人 1 人 

育休取得率 0％ 7.7% 0％ 0％ 0％ 5.9% 

 

 

 (3) 女性職員の育児休業等の取得率 

  〔厚生労働省の目標数値 ９２％〕 

前期計画策定時もほぼ１００％に近い取得率で推移しており、女性職員につい 

  ては、育児休業の取得が定着しています。 

【年度】 

 H 16 H 17 H 18 H 19 H 20 H 21 

育休取得可能な女性職員 8 人 12 人 7 人 9 人 9 人 10 人 

育休取得者 8 人 12 人 7 人 9 人 9 人 9 人 

育休取得率 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 90％ 

 

 

 (4) 職員一人あたりの年次休暇の取得日数割合 

  〔厚生労働省の目標数値 ８０％（１６日）〕 

    下記の数字は、職員の年次休暇の総使用日数を職員数で除して算出したもので 

す。取得日数割合については、付与日数に繰越分も含まれていることから、一概

に厚生労働省の目標数値と比較することはできませんが、前期計画策定時、平均

して概ね５０％（１０日）で推移していたものが、今回は、概ね５５％（１１日）

で推移しています。 

                               【年度】 

 H16  H 17 H 18 H 19 H 20 H 21 

年次休暇平均使用日数 11.4 日 11.6 日 11.3 日 11.5 日 11.1 日 11.3 日 

取得率 57％ 58％ 56.5％ 57.5％ 55.5％ 56.5％ 

 

ＣｏｎｔｅｎｔｓＣｏｎｔｅｎｔｓＣｏｎｔｅｎｔｓＣｏｎｔｅｎｔｓ                                                        瀬戸市職員等瀬戸市職員等瀬戸市職員等瀬戸市職員等のののの現状現状現状現状（（（（平成平成平成平成 15151515 年策定時年策定時年策定時年策定時からのからのからのからの推移推移推移推移））））    
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 (5) 職員一人あたりの１か月の平均時間外勤務 

【年度】 

 H 16 H 17 H 18 H 19 H 20 H 21 

１か月の平均時間外勤務 13.5 時間 12.1 時間 12.5 時間 11.1 時間 11.4 時間 11.7 時間 

職員の実人員 929 人 908 人 886 人 870 人 854 人 835 人 

 

     前期計画策定時の平均時間外勤務は、月１人あたり１１時間程度で推移してい 

ましたが、策定後は１２時間程度で推移しています。 

職員の実人員の推移を見ますと、平成１６年度と比較して約１００名減員とな 

  っています。このような状況の中でも、時間外勤務が横ばい状況になっているの 

  は、業務の委託、ＩＴ化等による事務の効率化を図っている結果によるものと考 

  えられます。 

 

 (6) 子どもの突発的な病気の際の休暇（看護休暇） 

  〔厚生労働省の目標数値 １００％〕 

   前期計画策定時、子どもに限らず職員の親族の不慮の災害、負傷または疾病に

関して要綱扱いで７日を超えない範囲内で特別休暇を認めていましたが、あまり

利用されていない状況でした。 

   策定後、平成１９年４月１日に「瀬戸市職員の勤務時間、休暇等に関する規則」

を改正し、親族の負傷または疾病により看護を必要とするとき１の年において 

１０日の範囲内で特別休暇が認められるようになりました。 

休暇取得状況の把握については、必ずしも子どもが突発的な病気の際、この特 

別休暇を利用されているとは限らないことから、正確な実態が把握できていない

状況にあります。 
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３ 具体的な計画内容と目標 

(1)(1)(1)(1)計画計画計画計画をををを推進推進推進推進するためにするためにするためにするために、、、、子育子育子育子育てにてにてにてに対対対対するするするする職員職員職員職員のののの意識改革意識改革意識改革意識改革をををを行行行行いますいますいますいます。。。。    

(2)(2)(2)(2)育児育児育児育児のためののためののためののための休暇休暇休暇休暇をををを取得取得取得取得しやすいしやすいしやすいしやすい環境環境環境環境にしますにしますにしますにします。。。。    

(3)(3)(3)(3)育児休業育児休業育児休業育児休業をををを取得取得取得取得したしたしたした職員職員職員職員がががが復帰復帰復帰復帰しやすいしやすいしやすいしやすい環境環境環境環境にしますにしますにしますにします。。。。    

(4)(4)(4)(4)次世代育成支援次世代育成支援次世代育成支援次世代育成支援をををを推進推進推進推進するするするする職場風土職場風土職場風土職場風土をををを醸成醸成醸成醸成しますしますしますします。。。。    

    

※※※※教職員教職員教職員教職員についてはについてはについてはについては、、、、このこのこのこの計画計画計画計画のののの実施可能実施可能実施可能実施可能なななな部分部分部分部分のみのみのみのみ適用適用適用適用することとしますすることとしますすることとしますすることとします。。。。    

※※※※後期計画後期計画後期計画後期計画からからからから、、、、新規実施新規実施新規実施新規実施するするするする項目項目項目項目はははは「「「「☆☆☆☆」」」」をををを記記記記していますしていますしていますしています。。。。    

    

(1)(1)(1)(1) 計画計画計画計画をををを推進推進推進推進するためにするためにするためにするために、、、、子育子育子育子育てにてにてにてに対対対対するするするする職員職員職員職員のののの意識改革意識改革意識改革意識改革をををを行行行行いますいますいますいます。。。。    

    

 

  次世代育成支援を推進するうえで最も重要なことは、「子どものことで休まれ

るのは困る。」「小さい子どもがいる職員に仕事は任せられない。」というよう

な育児に否定的な職場の目や、「家事や子どものことは女性が主体となって行う

のが当然」というような男女性差による固定観念などを改革することです。 

  意識改革の重要性については、前期計画策定時のアンケート調査結果および、

今回行った各課での話し合いの中でも、“重要課題”として取り組むべきとの声

が多くありました。 

  引き続き、職員の意識を改革し、育児を母親だけのものとせず、父親も主体的

に関わり、これを周りの職員も応援できるようにするために、以下の施策を重点

的に実施します。 

 

  ア ハンドブック、グループウェア等による啓発と意識改革→人事課 

 

     平成１９年度に職員プロジェクトチームにより作成されたハンドブック

（母性保護、育児休業、休暇、超過勤務の制限などの各種制度をまとめたも

の）を利用し、妊娠した職員や配偶者が妊娠した職員、その職員が所属する

管理・監督者及び人事課が面談（三者面談）し、制度周知を行うとともに、

子育てに関する職場の環境づくりを支援します。 

さらに、グループウェア上には、ハンドブックと同様の情報を掲示すると

ともに、国の制度改正や次世代育成に関する新たな情報等を随時紹介するこ

とで、職員全体の意識向上を図ります。 

 

イ 研修による制度の周知と利用促進→人事課 

 

   新規採用職員研修や管理・監督者研修において、母性保護、育児休業、出

産に伴い利用できる制度などに関する正しい知識の習得と、男女のパートナ

ーシップの理解を深めるための研修を実施します。 
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(2)(2)(2)(2)    育児育児育児育児のためののためののためののための休暇休暇休暇休暇をををを取得取得取得取得しやすいしやすいしやすいしやすい環境環境環境環境にしますにしますにしますにします。。。。    

 

育児に関する勤務制度・休暇制度は、育児休業・育児短時間勤務・部分休業・

看護休暇、子の養育休暇等、多様に選択できるようになってきました。 

しかし、制度の活用においては、男性の育児休業取得が２名にとどまっている

など、まだまだ壁があるようです。 

それぞれの職員、職場に合った制度を柔軟に選択し、育児と仕事を両立できる

環境にしていくことができるよう、施策を推進していきます。 

 

  ア 自分や配偶者の妊娠を周囲の職員へ周知→（配偶者が）妊娠中の職員 

 

父親、母親になることが分かったら、遅くとも出生予定日の５か月前までに、

職場の管理・監督者に申し出るようにします。 

母性保護、育児休業、休暇など諸制度の活用や人事上の配慮のためにも、

できるだけ速やかに申し出ることが大切です。 

 

  イ 任期付採用職員、臨時的任用職員の確保→人事課 

 

職員が育児休業等を取得する場合、業務に支障がでないようにするために、

代替要員を確保し、職員が安心して育児休業等を取得できる環境づくりを行い

ます。 

前期計画策定時は、代替要員は臨時的任用職員のみでしたが、平成１８年４

月に期限付の正規職員（任期付採用職員）の雇用もできるように、条例の整備

がされ、実際に採用しています。 

 

  ウ サポーター（職場内サポーター、育児休業サポーター）の設置→人事課 

 

  (ｱ) 職場内サポーターの設置 

    職場の情報や職員の慶弔などの基本事項に加え、育児休業者が求める情

報を定期的に伝達する役割を果たし、育児休業者が安心して休業できる環

境づくりを行います。 

  (ｲ) 育児休業サポーター 

    各職種から育児休業取得経験者や育児に関心のある職員を育児休業サポ

ーターとして公募し、育児休業取得時や復帰後の不安の軽減を図る役割を

果たします。 

      また、この育児休業サポーターは、定期的に育児休業者に関する情報交

換を行い、育児休業者のニーズに見合った情報提供に努めます。 
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  オ 育児休業等の対象者への面談→管理者、監督者、人事課、周囲の職員 

 

    部下や部下の配偶者が妊娠したという報告を受けた管理・監督者は、速やか

に人事課に連絡し、対象の部下と三者面談を行い、以下の項目について確認を

行います。 

 

    (ｱ)ハンドブックを利用して、育児に関する休業制度等の周知 

      人事課が中心となり、家族状況を確認し、育児に関する制度をわかりや

すく伝達します。 

    (ｲ) 育児休業の取得促進 

      面談の際に、育児休業等取得計画表を手渡し、育児休業の積極的な取得

を促します。なお、代替職員の確保の必要性もあることから、計画表は出

生予定日の概ね５か月前に提出するよう求めます。特に男性職員について

は、計画表に記入していくことで、意識できるよう促します。 

      また、人事課は、育児休業承認請求書などの必要書類を手渡し、記入方

法等の説明をします。 

    (ｳ) 職場内サポーターの選任と情報提供内容の確認 

      育児休業対象者と面談の上、職場内サポーターの選任を行います。 

      さらに、課の情報や全庁的事項、職員の慶弔など基本事項に加え、育児

休業期間中にどのような情報提供を望むかについて、情報提供の方法も含

めて確認を行います。また、職員の異動によるサポーターの引き継ぎにつ

いても、徹底できるよう配慮します。 

   ☆☆☆☆(ｴ) 周囲の職員への制度周知及び事務分担の見直し・引き継ぎの確認 

      管理・監督者は、三者面談後に周囲の職員への周知を行い、環境整備に

配慮します。また、休暇に入った際の事務分担の見直しを行い、引き継ぎ

を確実に行います。事務分担の見直しについては、休業に入る 1 か月前ま

でに人事課へ報告します。 
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(3)(3)(3)(3)    育児休業育児休業育児休業育児休業をををを取得取得取得取得したしたしたした職員職員職員職員がががが復帰復帰復帰復帰しやすいしやすいしやすいしやすい環境環境環境環境にしますにしますにしますにします。。。。    

    

  

   育児休業中の職員は、職場との関係が希薄になりやすく、特に職場復帰時には

不安な気持ちになりがちです。受け入れ側の管理・監督者および周囲の職員は、

以下の取り組みを行うことにより、育児休業から復帰する職員の不安軽減に努め

ます。 

 

  ア 職場復帰時の人事異動の配慮→人事課、管理者、監督者 

              ☆☆☆☆                    

育児休業中の職員においても、復帰前に三者面談（本人・監督者・人事課）

を実施し、人事異動に対する要望の把握に努め、できるかぎり配慮します。 

 

イ 育児休業から復帰した職員への職場研修の実施→管理者、監督者 

 

  育児休業から復帰した職員の必要に応じて、担当業務に関する制度の変更点

や課の情報、全庁的な事項に関する研修の時間を設け、円滑な復帰に向けての

支援を行います。 

 

ウ 子ども等の看護を行うための特別休暇の取得促進→人事課、管理者、監督者 

 

本市においては、子どもに限らず職員の親族の不慮の災害、負傷又は疾病に

関して１０日を超えない範囲内で特別休暇を認めています。 

この制度や年次休暇を活用して、子どもの突発的な病気の際には１００％休

暇が取得できるよう、職場全体で支援します。 

 

エ 子育て情報の共有化→子育て中の職員、管理者、監督者、周囲の職員 

 

日頃から、子どもの状況などに関して、周囲の職員や特に管理・監督者と十

分なコミュニケーションを図り、突然休暇を取得しなくてはならない状況にな

った場合も対応に困らないようにします。 

 

☆☆☆☆オ 仕事の情報の共有化→子育て中の職員、管理者、監督者、周囲の職員 

 

     各職場での仕事のローテーションや複数担当制を実施します。また、子ども 

の突発的な病気等の際に、周りの職員がフォローできるよう、仕事の進捗状況 

を報告したり、資料を整理しておくなど、情報を共有できる職場環境にします。 

 

ＣｏｎｔｅｎｔｓＣｏｎｔｅｎｔｓＣｏｎｔｅｎｔｓＣｏｎｔｅｎｔｓ                                                                                                                            具体的具体的具体的具体的なななな計画内容計画内容計画内容計画内容とととと目標目標目標目標    



- 11 - 

 

 

 

カ 子どもの急病時などのサポート→管理者、監督者、周囲の職員 

 

育児休業から復帰した職員は、業務に慣れるのに時間がかかる上、子どもの

急な発熱などにも対応しなければなりません。仕事と子育ての両立のための最

も大切な時期であることから、管理・監督者や周囲の職員は、業務分担などに

ついてよく検討し、職場全体でサポートを行います。 

 

  キ 庁内託児施設について継続検討→人事課 

 

  庁内託児施設については、庁舎のスペースなど物理的な問題も多く、ただち

に結論がでない状況です。今後、全国的な動向なども見据えながら、引き続き

検討します。 
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(4)(4)(4)(4)    次世代育成支援次世代育成支援次世代育成支援次世代育成支援をををを推進推進推進推進するするするする職場風土職場風土職場風土職場風土をををを醸成醸成醸成醸成しますしますしますします。。。。    

    

    

   本計画においては、以下の取り組みにより職員の意識改革を促し、次世代育成

支援を推進するための職場風土を醸成します。 

 

ア 年次休暇の取得促進 

 

   (ｱ) 今後の５年間で年次休暇取得率を８０％（１６日）にすることを目標とし 

         ます。→人事課 

     前期計画策定時からの取得率をみますと、ほぼ横ばいの５６％（１１日） 

         台で推移しています。これは、職員数が約１００人減少していることも取 

         得率に影響していると考えられます。今後も事務の改善等により、休暇取 

         得率向上のための環境づくりを行います。 

    人事課は管理・監督者に対して、子どもの入学式や卒業式、授業参観、運

動会などの学校行事や家族のために、職員が年次休暇等を取得するよう強く

働きかけることで、職員が気軽に連続して休暇を取得できるような環境づく

りを行います。    

   (ｲ) 月に１度、年休取得に向けて休暇予定表の作成→管理者、監督者 

     在籍する職員に対して年度当初と月の初めに休暇予定表の記入を促し、積

極的に年次有給休暇の取得ができる環境づくりを行います。 

   (ｳ) 課や係の情報の共有化の推進→管理者、監督者 

     課や係内で可能な限り仕事のローテーションや複数担当制を行うなどし

て、休みやすい環境づくりを行います。 

 

イ 時間外勤務の縮減 

 

    (ｱ) 今後の５年間で時間外勤務１０％削減を目標に→人事課、管理者 

時間外勤務命令については、その都度時間外勤務の必要性を精査し、現

認を行ないます。同じ業務を行っているスタッフ間で業務配分のアンバラ

ンスがあれば、業務配分の見直しを行います。また、可能な範囲で勤務時

間を事前に変更することで、業務の効率化につとめるよう配慮します。 

 

ＣｏｎｔｅｎｔｓＣｏｎｔｅｎｔｓＣｏｎｔｅｎｔｓＣｏｎｔｅｎｔｓ                                                                                                                            具体的具体的具体的具体的なななな計画内容計画内容計画内容計画内容とととと目標目標目標目標    



- 13 - 

 

 

 

   (ｲ) 子育て中の職員のノー残業デーの徹底→人事課、管理者 

     毎週水曜日の「ノー残業デー」は、ほぼ定着していますが、特に子育て

中の職員については、これをさらに徹底することで、終業後は子育てにい

そしめるような環境づくりを推進します。 

(ｳ) 会議開催時における事前の情報共有化→全職員 

会議や打合せを開催する際には、極力電子メールやグループウェアで、

事前に資料を配布するなどして情報の共有化を図り、短時間で効率よく会

議が進行できるよう、全職員が心がけます。 

 

ウ ソフト、ハード両面からの子育てバリアフリーの促進 

→人事課、管理者、全職員 

    施設の新築・改築等にあたっては、授乳室やベビーベットの設置、トイレの

配慮などを行う意識を職員がもつよう、職員への指導等を適宜行います。 

   さらに、子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切、丁寧な応対

等ソフト面でのバリアフリーの取り組みを推進します。 
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